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中間市地域福祉計画中間評価結果と今後の予定 

令和３年３月３１日 
福祉支援課福祉政策係 

１ 中間評価結果について 
（検討経過） 
中間市地域福祉計画・中間市地域福祉活動計画推進委員会において、今後２年間の計画推進に

おいて考慮すべき事項や施策体系の取り組み目標に基づく事業について検討を行いました。 

○ 令和３年３ １  ３ １２ 
第１回中間市地域福祉計画・中間市地域福祉活動計画推進委員会 書面審議 

【中間市地域福祉計画・中間市地域福祉活動計画推進委員会委員名簿（敬称略）】 

氏名 所属 役職 

池田 久紀 中間市自治会連合会 会 

﨑 信好 久留米大学 教授 

柴田 精一郎 中間市社会福祉協議会 事務局 

中尾 淳子 中間市議会 議員 

中原 清美 中間市  委員児童委員協議会 会 

能勢 茂美 中間市老人クラブ連合会 副会 

波多野 桂子 中間市婦人会 副会 

真鍋 順子 一般公募  

安田 明美 中間市議会 議員 

【４ 正副委員 の選出について(審議事項報告)】 
皆様の承認により、委員 は「久留  学 教授  﨑信好」様が選出されました。
また、副委員 は委員 の指名により、「中間市社会福祉協議会 事務局  柴田 精一郎」様が
選出されましたので、ご報告いたします。 

資料４
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２ 提言事項 

◯再犯防止に向けた取組みの推進 
再び罪を犯さないために支援を必要とする人の多くは、安定した職業に就くことができない、
住居を確保することができないなどの理由により、円滑な社会復帰をすることが困難な状況にあ
ります。 
円滑な社会復帰のためには、一人ひとりが社会において孤立することなく、地域の理解と協力
を得て再び社会を構成する一員となれるよう支援することが必要であるため、再犯防止推進計画
を次期地域福祉計画と共に一体的に策定し推進して参ります。（再犯防止推進計画は、再犯防止
推進法第 8条第 1項にいう地方計画である。） 
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３ 地域福祉計画の策定 

笑
顔
あ
ふ
れ
る
地
域
（
ま
ち
）
づ
く
り

地域住民（自助） 

●自治会活動、校区まちづくり協議会への関心をもち、積極的に

参加しましょう。 

●世代間交流の機会を積極的にもちましょう。 

●自分が住んでいる地域をもっと知りましょう。

●挨拶を積極的に行いましょう。 

●高齢者や子どもに対する見守り体制について、近所の方と話し 

てみましょう。

地域住民（互助） 

●地域の行事やイベントに積極的に参加しましょう。 

●地域住民との挨拶を積極的に行いましょう。 

●事業内容や活動内容についての情報提供を積極的に行いま 

しょう。

●若い世代も参加しやすい自治会づくりに取り組みましょう。 

自治会（共助） 関連団体・事業所（共助） 

地域住民（自助） 

●自治会座談会などに積極的に参加し、自分の住んでいる自 

治会の課題や問題点を知りましょう。 

●人権問題への関心をもちましょう。 

●虐待などが疑われる事例については、住民同士で話し合い、 

自治体や関連機関への連絡体制を整備しましょう。 

地域住民（互助） 

●自治会座談会などに積極的に参加し、地域の課題や問題点を 

知りましょう。 

●あらゆる人権に配慮した事業・業務展開、活動展開を行いま 

しょう。 

●見守り隊や清掃活動等を通じて、地域住民の方とのつながりを 

もちましょう。 

自治会（共助） 関連団体・事業所（共助） 

基本目標 基本理念 推進施策 具体的施策 行動目標 

みんなが 

つながる 

「なかま」

１．思いやりの心を育てる 

２．心とこころをつなぐ交流の 

促進 

３．ふれあいの居場所づくり 

（１）次世代育成のため 

福祉学習・福祉教育機会の確保 

（２）情報提供体制の充実 

（３）交流のための居場所づくりを支援 

（４）校区まちづくり協議会への支援 

地域住民（自助） 

●自分の避難所がどこにあたるのか、前もって確認しておきまし 

ょう。 

●災害時に必要と思われるものについては、ある程度自分自身 

でも備蓄しておき、定期的に確認しましょう。 

●近所に援助を必要とする方などがいないか、確認しておきまし 

ょう。 

●近所の人と、災害時などの対応について話す機会を持ちまし 

ょう。 

地域住民（互助） 

●災害時等の避難経路、避難場所について、従業員や活動員 

 で話し合いましょう。 

●災害時等に地域住民に対して何が協力できるのか話し合って

みましょう。 

●地域の避難訓練に積極的に参加し、地域住民とのつながりを 

もちましょう。 

●定期的な避難訓練を行い、住民同士で災害時の共通認識を 

もつようにしましょう。

自治会（共助） 関連団体・事業所（共助） 

みんなが 

安心して 

暮らせる 

「なかま」

１．人にやさしいまちづくり 

２．関係機関のネットワーク強化 

３．支えあいの仕組みづくり 

４．適正な福祉サービスの確保 

（１）避難行動要支援者（災害時要援護者）

支援体制の充実 

（３）生活困窮者に対する自立支援 

（４）見守り活動の充実 

（６）各個別計画の着実な遂行

（２）自主防災組織の育成・支援 

（５）地域包括ケアシステムの構築 

みんなが 

心豊かになれる

「なかま」

１．地域での福祉活動への参加 

促進 

２．こころもからだも健康増進へ

の取り組み 

（１）市民活動団体との連携強化 

（４）生きがいづくりの促進 

（５）健康教育等による健康増進 

（３）生涯学習機会の確保 

（２）団体の活動状況等の情報提供 
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４ 地域福祉計画に対する中間市の施策（公助）の状況 

 行政の役割は、「社会福祉協議会やボランティア団体などと相互に連携・協力を図るとともに、
住 のニーズの把握と地域の特性に配慮した施策の推進に努める」としている。
 そこで、具体的施策に対し行政がどの様な施策を推進したかを検証した。 

◯みんながつながる「なかま」 
（１）次世代育成のため 福祉学習・福祉教育機会の確保 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
ボランテ
ィア活動 

安全安心
まちづく
り課 

ボランティア講師派遣事業を継続して
実施中。 
【派遣回数（R1）】 
・小・中学校 83 回 
・自主事業 1 回 
・地域、福祉・医療施設等 218 回 
【ボランティア講師数】 
個人：40 名 団体：35 団体 

ボランティア講師派遣事業の
啓発を行い、利用促進を図
る。 

人権問題
等 

人権男女
共同参画
課 

･人権センターだより「よかかぜ」発行 
･人権擁護委員による相談会の実施 
･男女共同参画及び人権啓発に係る川
柳募集 
・小中学生による人権作文・ポスター・
標語募集 
・人権の花運動の実施（令和元年度中
間 学校、令和２年度中間  学校）

人権意識の向上を図るため
に、今後も継続して実施して
いく。 
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項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
子どもの
福祉学習 

学校指導
課 

・教職員向けの特別支援教育（障がい
のある特別な支援を要する児童生徒に
対する教育）に関する研修を行うこと
により、教師・学校を通じて子どもの
福祉学習の促進を図っている。 
・日常の学校生活において、障がいの
ある児童との交流を通じ、福祉につい
ての啓発の一助とする。 

・福祉分野所管課とも連携
し、研修を中心に子どもの福
祉学習にとって必要な情報を
収集し、学習に反映させてい
く。 
・社会福祉士の資格を持つス
クールソーシャルワーカーを
雇用し、子どもを取り巻く環
境に起因する諸問題に迅速に
対応し、行政のみならず関係
機関とも連携し、子どもの学
習環境の整備を図っていく。 

（２）情報提供体制の充実 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
人権啓発
活動 

人権男女
共同参画
課 

･7 月と 12 月街頭啓発活動（令和元年
度は同和問題啓発強調月間･人権週間
ともに 500 人分啓発物品等配付）（令
和２年度は、コロナ感染症で実施不可） 

人権意識の向上を図るため
に、今後も継続して実施して
いく。 

（３）交流のための居場所づくりを支援 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
ボランテ
ィアセン
ター 

安全安心
まちづく
り課 

各種ボランティア団体がボランティア
センターで会議を行ったり、事務を行
ったりして交流の場となっている。 
利用者数（R1）：3,498 人 
相談件数（R1）：415 件 
※開館日数 245 日 

ボランティアセンターがボラ
ンティアの交流の場となるよ
う、さらに啓発等を行う。 

ハピネス
なかま 

福祉支援
課 

【来館数（R1）】 
健康増進事業  2,668 人 
風呂      6,863 人 
会議室等利用  4,651 件 
【ﾊﾋﾟﾈｽﾊﾞｽ（R1）】 8,875 人 
※開館日数 100 日 

今後も市 の健康保持と福祉
の向上を図り総合的な福祉サ
ービスを提供する 
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（４）校区まちづくり協議会への支援 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
校区まち
づくり協
議会 

安全安心
まちづく
り課 

（発足済） 
平成 25年度：中間 校区
平成 26年度：中間校区 
平成 27年度：中間北校区 
平成 27年度：底井野校区 
平成 28年度：中間南校区 
平成 28年度：中間東校区 

平成 28年度に全校区のまち
づくり協議会が発足し、各校
区で特色のある活動が行われ
ている。今後も活発に活動が
 えるよう 援し、市 と協
働してまちづくりを推進す
る。 

項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
地域活動
支援セン
ター（パ
ルハウス
ぼちぼ
ち） 

福祉支援
課 

社会福祉協議会に事業委託をし、実施
している。 
【障害者相談支援】 
（R1）延べ相談受付件数：1863 件 
来所や電話、訪問により、福祉サービ
ス利用等に関する支援、日常生活に関
する支援等を行った。 
【地域活動支援】 
（R1）延べ参加者数：671 人 
ウォーキング、ビデオ鑑賞会、バスハ
イク、スポーツ等 

今後も相談支援、活動支援を
実施していく。 
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◯みんなが安心して暮らせる「なかま」 
（１）避難行動要支援者（災害時要援護者）支援制度の充実 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
避難行動
要支援者
支援事業 

安全安心
まちづく
り課 

（名簿作成済） 
平成 26年度：中間 校区
平成 27年度：中間校区 
平成 28年度：中間北校区 
平成 29年度：底井野校区 
平成 30年度：中間南校区 
令和元年度：中間東校区 

名簿作成のための研修会を行
ったため、今後は各自治会単
位で、名簿の作成に向け支援
を行っていく。 

（２）自主防災組織の育成・支援 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
消防団 消防署 平成 29 年度から、女性を含む消防団

員の活躍の場として、応急手当普及員
講習を修了させ、校区まちづくり協議
会主催の救急講習等に派遣し、応急手
当の普及活動に当たっている。また年
7 回、年 者家庭防 訪問において 
齢者に接してもらい、防火啓発活動を
実施している。 

今後も例年同様に救急講習
会・防火訪問への派遣を継続
し、地域とのつながりを強化
していく。 

自主防災
組織 

安全安心
まちづく
り課 

名簿作成のための研修会を行ったた
め、今後は各自治会単位で、名簿の作
成に向け支援を行っていく。 

自主防災組織相互の連携を密
にした、市域全体の防災体制
の充実・強化を図るため、継
続して防災講演会を実施す
る。 
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（３）生活困窮者に対する自立支援 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
生活保護 生活支援

課 
生活保護の状況は、平成２３年から令
和元年では、被保護世帯数・保護率は
減少傾向で推移している。平成２３年
度は被保護世帯が 1,110 世帯、保護率
は 36.04‰で、令和元年度は被保護世
帯数が 922 世帯、保護率は 29.11‰と
なっている。 

生活保護制度の適正な運営を
図るとともに、被保護者の状
況に応じた日常生活自立、経
済的自立等を支援する。 

市  活
相談セン
ター 

福祉支援
課 

平成 27 年 4 月 1 日に生活困窮者自立
支援法に基づき生活困窮者の相談全般
を受ける窓 として「市  活相談セ
ンター」を開設。 
NPO法人抱樸に、自立相談支援事業、
就労準備支援事業、家計相談支援事業、
子どもの学習支援事業を一体的に委託
し、実施している。 
令和元年度 
相談件数      ：162 件 （13.5 件/月） 
プラン作成件数： 67 件 （5.6 件/月） 

総合相談窓 である市  活相談セン
ター開設と同時に市役所 15 課と中間
市社会福祉協議会、NPO法人抱樸から
なる中間市自立相談支援事業支援調整
会議を設置し、相談内容への連絡調整
及び支援の体制整備している。 

より広くの市 に継続的に利
用して頂けるように広報活動
を行う。 
連絡調整を密に行うように
し、情報を共有できる体制作
りを行う。 
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（４）見守り活動の充実 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
見守り隊 介護保険

課 
住み慣れた地域で、ひとり暮らしの高
齢者が孤立せず安心して暮らしていく
ことが出来るよう、地域の見守り隊に
よる安否確認や声かけを通じて、高齢
者福祉の向上に努めている。 

高齢化の進展により、認知症
を発症される対象者の増加や
隊員の減少など、課題も多く
なってきている。地域の課題
の集約のため、見守り隊など
から意見を集約し、今後の支
援のあり方を検討していく。 

  委員
活動 

福祉支援
課 

【組織】  委員児童委員 66 名 
(定数 67 名) 

主任児童委員  6 名 
【活動】 令和元年度活動状況 
○年間の総活動件数は 13,720 件(主任
児童委員としての活動を含む。)。 

○相談支援活動については 5,482 件
(主任児童委員としての活動を含む。) 
1．分野別では、「高齢者に関すること」
が 2,281 件、「障害者に関すること」が
214件、「子どもに関すること」が 1,517
件、「その他」が 1470 件となっている。 
2．内容別では、日常的な支援、在宅福
祉、健康・保健医療、児童関係など幅
広い相談を実施している。 

○  委員・児童委員 1人の 1月当た
りの活動は、相談支援件数が約 6件、
訪問連絡調整回数が約 10 件、その他
の活動件数が約 4.8 件で、1 月当たり
の平均活動日数は約 15.6 日。 

今後も例年同様に訪問・相談
活動を継続していく。 
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（５）地域包括ケアシステムの構築 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
包括支援
センター 

介護保険
課 

高齢者が、地域で自立した生活を営め
るよう、医療、介護、予防、住まい、
生活支援サービスを切れ目なく提供で
きるように、体制の構築に向けた取り
組みを実施している。 
 また、医療と介護の一体的・継続的
なサービス提供のため、地域医師会等
と連携し、在宅医療と介護連携の体制
づくりを推進している。 

高齢者が住みなれた地域で自
分らしい暮らしを続けること
ができるように、関係機関と
連携し、体制の強化に取り組
むとともに、多くの住 が地
域包括ケアシステムの存在、
またそれが何であるかを知る
機会がないため、地域包括ケ
アシステムの存在を周知して
いく。 

（６）各個別計画の着実な遂行 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
中間市高
齢者総合
保健福祉
計画 

介護保険
課 

第７期総合保健福祉計画を平成２９年
度に策定し、計画に基づいて実施して
いる。 

第７期高齢者総合保健福祉計
画を推進し、継続していく。
また令和２年度に第８期高齢
者総合保険福祉計画を策定す
る。 

中間市子
ども・子
育て支援
事業計画 

こども未
来課 

令和 2年度から令和 6年度までを計画
期間とする「中間市子ども・子育て支
援事業計画（第 2期）」を令和 2年 3月
に策定した。 

計画の進捗状況の把握を行
う。 
子どもや子育て世帯を取り巻
く環境、国の施策動向や、社
会経済情勢など様々な変化に
対応すべく、必要に応じ計画
の見直しを行う。 

中間市健
康増進計
画 

健康増進
課（保健
センタ
ー） 

第２期中間市健康増進計画を平成 29
年度からの 10 年間の計画として平成
28 年度に策定し、計画に基づいて事業
を実施している。 

今後も第２期中間市健康増進
計画を推進し、保健事業を実
施していく。 

中間市自
殺対策行
動計画 

健康増進
課（保健
センタ
ー） 

中間市自殺対策行動計画を令和 2年度
から令和 6年度までの 5年間の計画と
して令和元年度に策定し、計画に基づ
いて自殺対策の取組を推進している。 

今後も中間市自殺対策行動計
画に基づき、自殺対策の取組
を推進していく。 
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項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
中間市障
害福祉計
画 

福祉支援
課（障が
い者福祉
係） 

平成 29年 3月に、平成 29 年度から令
和 5年度までを計画期間とする中間市
第３次障害者基本計画を策定してい
る。この計画に基づき、障がいのある
なしに関わらず、様々な多方面の分野
から障がい者の自立と社会参加を推進
している状況である。 

今後も計画に基づき個々の事
業の推進を図っていく。 

中間市障
害福祉計
画・障害
児福祉計
画 

福祉支援
課（障が
い者福祉
係） 

平成 30年度から平成32年度までを計
画期間とする中間市第５期障害福祉計
画・第１期障害児福祉計画を策定して
いる。この計画に基づき、障がいのあ
る人に対して、各種の障害福祉サービ
ス等を提供している状況である。 

今後も計画に基づき個々に合
ったサービスを提供してい
く。 

中間市人
権教育･啓
発基本計
画 

人権男女
共同参画
課 

中間市第三次人権教育･啓発基本計画
を策定し、その計画のもとで人権啓発
の取り組みを推進している。 

人権意識の向上を図るため
に、今後も継続して実施して
いく。 

中間市男
女共同参
画プラン
きらりⅡ 

人権男女
共同参画
課 

中間市男女共同参画プランきらりⅡを
策定し、この計画に基づき男女共同社
会の実現をめざし取り組みを推進して
いる。 

人権意識の向上を図るため
に、今後も継続して実施して
いく。 
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◯みんなが心豊かになれる「なかま」 
（１）市 活動団体との連携強化
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
自治会 安全安心

まちづく
り課 

自治会育成交付金を交付し、自治会活
動を支援するとともに、自治会連合会
と市部 職との意 交換を実施。

対話の継続により地域の課
題、行政の課題を共有し、解
決を図る。 

（２）団体の活動状況等の情報提供 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
自治会 安全安心

まちづく
り課 

転入者等に対する自治会加入チラシの
配布 

自治会への加入促進策の検討
を行う。 

（３）生涯学習機会の確保 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
生涯学習
機会の確
保 

生涯学習
課 

生涯学習課所管の社会教育施設等にお
いて、市 の 常 活の問題解決につ
ながる講座や多彩な生涯学習事業を展
開し、だれもが参加したいと思える生
涯学習機会を確保できるよう取り組ん
でいる。 

今後もあらゆる側 から市 
ニーズや世論の情勢を注視
し、講座や事業を計画し生涯
学習の機会提供に努める。 

（４）生きがいづくりの促進 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
生きがい
づくりの
促進 

生涯学習
課 

市 ニーズ及び社会情勢に応じ、市 
の生きがいにつながる各種講座及び事
業等を予算の範囲内で計画し実施して
いる。 

今後も継続していく。 
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（５）健康教育等による健康増進 
項目 所管課 現在の状況 今後の方向性 
健康教育
等による
健康増進 

健康増進
課（保健
センタ
ー） 

健診結果を活かした栄養教室、運動教
室の実施 （「健康づくりサポート教
室」） 
慢性腎臓病予防の為の講話の実施 
自治会や老人会への出前講座の実施  

健診及びレセプト結果を分析
し当市の課題に応じた保健事
業を推進していく。 
住 組織を活 し、住  ら
が自分の健康に関心をもち、
自主的に健康増進、介護予防
に取り込めるような体制づく
りを推進していく。 



14 

５ 地域福祉計画（中間市の施策）に関するご意見・ご質問 

委員名 ご意見・ご質問 回答 
A 委員 「笑顔あふれる地域づくり」は理念の言葉

としては素晴らしいと思う。 
しかしながら、コロナの影響ではあるが、
地域の公 館の利 ができないため、地域
で集まることができなくなっている。その
ため、高齢者の居場所がなくなり鬱状態や
認知症が疑われる方が時々見受けられる。 
高齢者や児童の見守り、虐待など、地域だ
けで動くには限度がある。 
  委員や 治会に対して、できるだけ情
報提供をしてほしい。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
 齢者や どもの情報は  委員児童委員
及び 治会 の希望者に対して、住 名簿
を配布しております。 
また、緊急性の高い情報等につきましては
必要に応じて情報提供いたします。 

B 委員 コロナ感染拡大でボランティア登録者も減
少化傾向で厳しい状況ですが頑張ってほし
いです。 
高齢者一人見守りも、見守られる方も見守
り隊の方も高齢化で隊員の減少が進んでい
ます。隊員確保が今後の課題と思います。 
北小学校にはスクールソーシャルワーカー
は一人もいないのでしょうか。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
本市では、高齢化率の上昇、核家族化の進
行に伴い、一人暮らしの高齢者が増加して
います。その中で、見守り活動の重要性は
さらに高まっています。これからも広く見
守りの重要性をご理解ご協力いただけるよ
う、広報等で周知して参ります。 
スクールソーシャルワーカーは、現在、市
内に２名おり、４中学校を１人２校ずつ担
当しています。 
中学校を拠点校として、その校区の小中学
校での支援にあたっています。 
中学校区ごとに割り振りするのは、兄弟姉
妹や家庭環境に関わって支援するためで
す。 

C委員 現在はコロナ禍のため、活動はできない状
況は理解できますが、消防署が行っている
と伺いました応急 当講習会、年 者家庭
防火訪問等について、もっと機会を増やし
て多数の参加、訪問に取り組んでいただき
たいと思います。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
消防本部では新型コロナウイルス感染対策
本部を設け、管内や地域の新型コロナウイ
ルス感染状況を考慮して講習会等の再開に
ついても協議しているところです。３月末
までの講習会等の開催自粛は決まっており
ますが、その後４月以降開催についてはま
だ決まっておりません。今後、受講する方



15 

の感染リスクも考慮に入れ、講習会等の実
施再開について協議する予定です。
年 者家庭防 訪問については、年に７回
消防職員と女性消防団員が、その都度３チ
ームで市内の独居老人家庭を訪問していま
す。コロナ禍の中、高齢者への感染防止の
ため、令和２年度は全て中止です。現在も
感染が収まる状況ではなく、変異株や緊急
事態宣言解除のリバウンド等、収束は見え
ない状況です。高齢者に対するワクチン接
種や今後の感染状況を注視しながら再開を
検討します。

D委員 重層的支援体制構築に向けての課題におい
て相談案件を社協に担わせるばかりではな
く、中間市として取り組む「総合相談支援
体制」のデザイン化が必要と考える。ま
た、それによって地域住 の参画と協働に
より、誰もが支え合う共生社会の実現とな
る。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
本市では、現在「総合相談支援体制」のデ
ザイン化には至っていませんが、生活に関
する総合窓 として市  活相談センター
を設置しており、様々な相談事に対して、
社協を含めた関係機関と連携し、対応して
いるところです。 
今後は重層的支援体制の構築、総合相談支
援体制のデザイン化について、検討を行っ
て参ります。 
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６ 地域福祉活動計画の策定体系 

基本目標 

み
ん
な
が
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
「
な
か
ま
」

み
ん
な
が
心
豊
か
に

な
れ
る
「
な
か
ま
」

具体的施策 

①避難行動要支援者（災害時要支援者）支援 

制度の充実 

②自主防災組織の育成・支援 

④見守り活動の充実

②団体の活動状況等の情報提供 

③生涯学習機会の確保 

④生きがいづくりの促進 

⑤健康教育等による健康増進

③生活困窮者に対する自立支援 

④-1 体制の整備

①市民団体との連携強化

み
ん
な
が
つ
な
が
る

「
な
か
ま
」

①次世代のための福祉学習・福祉教育の機会の確保 

③交流のための居場所づくり支援 

④-2 移動手段の確保 

②情報提供体制の充実 

④-1 ふれあいの充実 

⑤校区まちづくり協議会への支援 

１．地域での福祉活動への参加 

促進 

２．こころもからだも健康増進へ

の取り組み 

１．人にやさしいまちづくり 

２．関係機関のネットワーク強化 

３．支えあいの仕組みづくり 

４．適正な福祉サービスの確保 

推進施策 

１．思いやりの心を育てる 

２．心とこころをつなぐ交流の 

促進 

３．ふれあいの居場所づくり 

事業・活動 

●災害ボランティア養成研修  ●災害ボランティアセンター設置・運営訓練の実施   

●近隣市町村社協との連携・共同事業の実施  ●高齢者見守り活動との連携  ●災害時活動資材の整備 

●災害見舞金の実施 

●校区まちづくり協議会との連携  ●福祉委員の設置推進  ●福祉問題調査活動(福祉マップづくり)の推進 

●福祉委員研修の実施  ●福祉会設置推進  ●福祉小座談会の開催  ●コミュニティソーシャルワーカーの配置 

●市民生活相談センターとの連携  ●相談事業の強化  ●相談員研修の開催  ●資金貸付相談の受付 

●日常生活自立支援事業の活用  ●心配ごと相談の活用（法律相談）  ●心の相談窓口の活用（カウンセリング） 

●障害者相談支援事業 

●フォーマル・インフォーマル各関係機関・団体との連携  ●相談事業の強化  ●日常生活自立支援事業 

●成年後見支援センター  ●法人後見事業の推進  ●市民後見人養成と活用  ●健康運動指導事業 

●高齢者在宅生活支援事業  ●配食サービス  ●認知症対応型通所介護事業所「そよかぜ」 

●校区まちづくり協議会との連携  ●民生委員・児童委員との連携  ●自治会連合会との連携 

●ボランティア団体との連携 

●地区座談会の開催  ●声の広報事業  ●広報紙等による情報提供 

●ふれあい・いきいきサロン  ●出前健康教室  ●地域福祉セミナー  ●関係機関・団体との連携 

●健康運動指導事業 

●赤い羽根キッズクラブの設立  ●校区まちづくり協議会との連携  ●民生委員・児童委員との連携 

●自治会連合会との連携  ●児童・生徒対象の福祉学習  ●社協だよりによる啓発活動  ●ホームページの活用 

●地区座談会の開催  ●相談窓口啓発パンフレットの配布  ●地区福祉活動計画の策定推進 

●地域総合福祉会館の活用  ●社協だよりなどによる情報提供 

●ひきこもり支援センター  ●地域総合福祉会館  ●学童保育  ●親子ひろばリンク  ●パルハウスぼちぼち 

●認知症対応型通所介護事業「そよかぜ」  ●ボランティアセンター  ●在宅介護者のつどい 

●ふれあい・いきいきサロン  ●子育てサロン  ●出前健康教室  ●サロンお世話人研修会  ●地域福祉セミナー 

●福祉バスの運行  ●移動支援事業  ●車イス等福祉用具無料貸出 

●事業ごとに校区まちづくり協議会と連携 

●見守り（見回り）活動との連携  ●地域座談会等での啓発活動  ●社協だよりなどによる啓発活動 

笑
顔
あ
ふ
れ
る
地
域
（
ま
ち
）
づ
く
り

基本理念 

⑤地域包括ケアシステムの構築

⑥各個別計画の着実な遂行

●地域包括支援センターとの連携  ●市民生活相談センターとの連携 
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７ 地域福祉活動計画に対する社会福祉協議会の施策の状況 

 社会福祉協議会の役割は「行政と連携しながら本計画の推進役を担うとともに、その推
進において、住 や各種団体、 政との調整役としての役割を担う」としている。
 そこで、社会福祉協議会で策定された中間市地域福祉活動計画に対する検証を行った。 

◯みんなつながる「なかま」 
（１）思いやりの心を育てる 
①次世代のための福祉学習・福祉教育の機会の確保 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
赤い羽根
キッズク
ラブの設
立 

全係 赤い羽根共同募金運動を通じて、市内
児童・生徒（小中高）を対象として共
同募金の理解を深める学習や実際に街
頭募金運動等に参加することでボラン
ティア活動に対する理解促進に取り組
んでいます。 

赤い羽根共同募金運動を通し
て、市内児童・生徒がボラン
ティアや募金の使い道などに
ついて、学習できる機会を増
やします。また、市内に住む
人々の暮らしに対する理解も
深めるとともに、人々の暮ら
しにふれ、思いやりの心を育
むことができるよう取り組み
ます。 

校区まち
づくり協
議会との
連携 

全係 市内６校区のまちづくり協議会の協力
団体として定期的な会議への参加を行
うとともに、各校区まちづくり協議会
が主催するイベント等への参加・協力
に取り組んでいます。 

今後も、各校区まちづくり協
議会と連携し、市 活動の啓
発を図るとともに、イベント
等を利用し地域の社会資源や
共同募金などの福祉学習の機
会の確保に努めます。 

  委員・
児童委員
との連携 

全係 各事業を通した連携の範囲にとどまっ
ています。 

  委員・児童委員による地
域活動（見守り・相談・支援）
の充実を図り、円滑な活動が
行えるよう連携を強化し取り
組みます。 

自治会連
合会との
連携 

全係 各事業を通した連携の範囲にとどまっ
ています。 

児童の登下校時の見守り活動
や地域における防犯活動に対
し、円滑な活動が行えるよう
連携支援に努めます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
児童・生徒
対象の福
祉学習 

地域支援
係 

広報誌やポスター、学校関係（小中）
に依頼し、 期休暇中に参加児童を募
り福祉体験講座を実施しています。ま
た、市内児童・生徒（小中高）を対象
として共同募金の理解を深める学習や
街頭募金運動等に参加することでボラ
ンティア活動に対する理解促進に取り
組んでいます。 

学校や関係機関などと連携
し、児童・生徒に福祉体験など
を通して、福祉を学ぶ機会を
作ります。また、小中高等学
校、市内各団体、企業などに出
向き福祉出前講座を開催し福
祉学習の推進に努めます。 

社協だよ
りによる
啓発活動 

全係 市 の福祉に対する理解を促進するこ
とを目的に、社協の活動情報や地域の
福祉情報等を「風だより」を通して市
内全 に配布しています。

住 の声や地域活動を幅広く
掲載し、市 の視点での福祉
テーマを取り上げるととも
に、読みやすく、親しみのある
誌面づくりに取り組ます。 

ホームペ
ージの活
用 

全係 ホームページ全体を見やすくて分かり
やすいものにリニューアルしました。
社協の活動や福祉の情報等、リアルタ
イムに発信できるよう変更しました
が、これらのシステムを使いこなす職
員のスキルアップが求められます。 

リニューアルしたホームペー
ジを十分に活用し、地域や福
祉の情報をリアルタイムに発
信できるよう体制整備に努め
ます。 
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②情報提供体制の充実 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
地区座談
会の開催 

全係 市内６校区で開催されるまちづくり協
議会での定例会やイベントへの参加、
やっちゃれ祭り等の地域行事や交流を
通して、地域住 との関係作りに努め
るとともに社協の取組みや役割を説明
し、座談会開催に向けた取り組みを行
いました。 

少子高齢化の中にあっては、
地域活動を担う人材の確保、
養成が必要となってきます。
座談会を通し様々な地域課題
や解決に向けた手立てについ
て、住 が主体的に話し合い、
共有し合うことで、支え合い
の意義や必要性を感じとる場
として開催に向け取り組みま
す。 

相談窓口
啓発パン
フレット
の配布 

全係 ホームページをリニューアルし、社協
の活動や福祉の情報等、リアルタイム
に発信できるよう変更しました。また、
その事業内容についてパンフレット化
できるよう調整します。 

リニューアルしたホームペー
ジを十分に活用し、地域や福
祉の情報をリアルタイムに発
信できるよう体制整備に努め
ます。 

地区福祉
活動計画
の策定推
進 

全係 まちづくり協議会での定例会やイベン
トへの参加、やっちゃれ祭り等の地域
 事や交流を通して、地域住 との関
係作りに努めています。地区座談会な
どで話し合われた内容や福祉課題への
取組みについて計画できるよう努めて
います。 

地区（小地域）福祉計画を策定
することで、自分たちの住む
地域にどのような課題がある
のか、地区ごとにどのような
目標をもって活動に取り組ん
でいくのか、共通認識を持つ
ことができます。また、活動の
点検や見直しをすることで、
地域に必要な活動へと繋がる
ため策定に向け取り組みま
す。 

地域総合
福祉会館
の活用 

総務企画
係 

地域住 の 々の きがいづくりや健
康増進を行う場として、利用される方
が安心して館を利用できるよう取り組
みました。 

市が策定している公共施設等
総合管理計画の内容に合わ
せ、市 にとってよりよい公
共施設となるよう取り組みま
す。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
社協だよ
りなどに
よる情報
提供 

全係 市 の福祉に対する理解を進めること
を目的に、社協の活動情報や地域の福
祉情報等を「風だより」を通して市内
全 に配布しています。

住 の声や地域活動を幅広く
掲載し、市 の視点での福祉
テーマを取り上げるととも
に、読みやすく、親しみのある
誌面づくりに取り組ます。 

③交流のための居場所づくり支援 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
ひきこも
り支援セ
ンター 

地域支援
係 

社会や地域との関係から距離を置いて
いる方の中には、何らかの疾患や障が
いが起因している可能性も高いことか
ら、地域活動支援センターでは、その
ような方々からの相談も含め、訪問や
同行などによる支援に取り組んでいま
す。 

令和元年度 相談支援数 192 件 

ひきこもり状態にある方の状
況に応じた社会参加に向けた
支援を図るため、引き続き地
域活動支援センターにおい
て、ひきこもり支援に関する
相談支援を継続しつつ、市内
関係機関と連携したひきこも
りの実態把握に努めます。ま
た、ひきこもり状態にある方
やその家族が安心して過ごせ
る居場所づくり、ひきこもり
サポーター研修などの必要性
の検討にも取り組みます。 

地域総合
福祉会館
（中間市
総合会館） 

総務企画
係 

地域住 の 々の きがいづくりや健
康増進を行う場として、利用される方
が安心して館を利用できるよう取り組
みました。 

市が実施している公共施設総
合計画の内容に合わせ、市 
にとってよりよい公共施設と
なるよう取り組みます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
学童保育 福祉サー

ビス係 
市内 3 カ所の学童保育において、放課
後や 期休暇中、共働きなどの理由で
保護者が昼間留守にされる世帯に対
し、児童が安心して過ごすことができ
るよう家庭に代わる生活の場として支
援を行っています。 

令和元年度 受託学童 
 中間小学校 

      底井野小学校 
      中間東小学校

これまでの学童保育の延 と
いうだけでなく、一人ひとり
の児童の特性をどう伸ばすか
という視点に立ち支援に取り
組みます。また、保護者が安心
して働ける環境の提供に留ま
ることなく、児童が安心でき、
楽しいと思える保育を目指し
取り組みます。 

親子ひろ
ばリンク 

福祉サー
ビス係 

児童発達支援事業又は放課後等デイサ
ービスを利用する障がい児に対し、成
 過程で 受けられる 常 活のしづ
らさを軽減・改善し社会性や自立性を
育むことができるよう指導・訓練を行
いました。 

令和元年度 療育相談 160 名 
療育訓練 170 名 

利用する障がい児の障がい特
性に合った療育を提供するた
めに、アセスメント力の向上
や更なる療育内容の工夫・充
実を図ります。 
また、適切な支援や支援の質
を向上させるためにはスタッ
フの知識・技術を高めること
が必要であるため様々な研修
に参加し知識・技術の向上に
努めます。 

パルハウ
スぼちぼ
ち 

地域支援
係 

センターを利用する障がい者等が、地
域において自立した日常生活又は社会
生活が営めるよう創作的活動や社会と
の交流の促進を図るとともに、日常生
活に必要な情報提供や相談を実施しま
した。 

令和元年度 利用者数 1,994 名 
       相談件数 1,863 件 

今後もセンターの普及啓発活
動の強化に努めるとともに市
内外の関係機関との連携を図
り、社会とのつながりが希薄
化し潜在化する対象者に対し
ても支援のアプローチを図り
ます。また、センター機能の充
実を図るため、スタッフの専
門性・質の向上に努めます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
認知症対
応型通所
介護事業
所「そよか
ぜ」 

 地域に必要とされる事業所の再開を目
指し調整をおこなってまいりました
が、利用者にとって安全・安心なサー
ビス体制を整えることができず、令和
元年１１月末日をもって事業を廃止し
ました。 

ボランテ
ィアセン
ター 

地域支援
係 

ボランティア団体及びボランティア連
絡協議会と連携し、地域住 がボラン
ティア活動に関心を寄せ参加しやすい
環境作りに取り組んでいます。また、
ボランティア連絡協議会が毎月開催す
る定例会への参加やイベント開催時の
支援をはじめ、先進地ボランティア連
絡協議会との交流研修などの調整・取
組みを行っています。 

ボランティアの高齢化が顕著
化し団体の活動、維持に影響
が見られています。年々、団体
を継続することが困難なため
ボランティア連絡協議会から
の退会も増加しています。学
生ボランティアを始めとし
た、新たな支援者の裾野を広
げる手立てを関係者及び連絡
協議会と模索し、健全なボラ
ンティア運営が展開されるよ
う、資金面においても各種助
成事業の情報などの発信に努
めます。 

在宅介護
者のつど
い 

地域支援
係 

在宅介護者を集い、日頃の介護の労を
ねぎらう場を提供し、介護者同士の交
流や情報交換を行いました。 

令和元年度 参加者  14 名 

今後も、在宅介護者の労をね
ぎらうとともに、介護者同士
の交流の場として継続して実
施します。また、在宅介護に必
要な知識や理解を深める機会
としても活用し、各関係機関
などにも周知啓発に努めま
す。 
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（３）ふれあいの居場所づくり 
④-1 ふれあいの充実 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
ふれあい・
いきいき
サロン 

地域支援
係 

市内の高齢者が気軽に楽しく参加でき
る「地域の居場所」「介護予防の場」と
して各サロン実施団体と連携協働しな
がら、２７カ所のサロンが活動してい
ます。また、地域担当職員を配置する
とともに、出前講座の充実を図り、サ
ロン関係者との顔の見える関係作りを
行っています。 

発足後、１０年近く経過する
サロンではお世話人や参加者
の高齢化率が高まり、運営面
での担い手不足などの問題に
より休止するサロンも増加し
ていることから、人材発掘・後
継者育成のための支援を実施
します。また、サロン活動の参
加者が運営面での自立性や共
生力が高まるよう支援に努め
ます。 

子育てサ
ロン 

地域支援
係 

館の改修 事に伴い 期間に渡り市内
複数カ所での開催になったことやコロ
ナウイルスでの緊急事態宣言などによ
り開催中止となったことで利用者数は
減少しましたが、再開後は、徐々に回
復に向かっています。 

令和元年度 参加者 1,012 名 

子育ての場において、孤独感
や不安などの悩みを解消する
憩いの場とするために、支援
スタッフの質の向上を目指す
とともに、地域ぐるみで子育
てができる体制を作るため子
育て支援拠点との連携強化に
努めます。 

出前健康
教室 

全係 これまで、いきいきサロンで行ってき
た出前健康教室に留まることなく、
様々な方々に対し、生活・健康・福祉
に関心を高めることができるよう新た
なメニューを開発し実施しています。 

高齢者や障がい者への理解促
進に留まることなく、地域で
様々な課題を抱え生活してい
る方々に対しても理解が深ま
るようなメニューを開発し発
信に努めます。 
また、将来を担う若い世代に
対する福祉教育として学校等
での実施も検討します。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
サロンお
世話人研
修会 

地域支援
係 

定期的にサロン代表者や役員に対し、
サロン活動の質の向上と交流を目的に
講習会などを開催しました。 

担い手不足が顕著化する、い
きいきサロン活動の継続・活
性化を目的として、後継者育
成のための支援・研修に取り
組みます。また、サロン活動の
参加者が運営面での自立性や
共生力が高まるよう支援に努
めます。 

地域福祉
セミナー 

全係 社会福祉に対する市 の理解と参加を
図るため社会福祉大会において講演会
を実施しています。そのほかにも、成
年後見制度の普及・啓発を目的に、校
区まちづくり協議会での講座を実施し
ました。 

令和元年度 社会福祉大会講演会 
       参加者 296 名 
校区まちづくり協議会 講演会 
       参加者  90 名 

今後も住 の福祉意識を 
め、地域福祉活動への理解を
促進するため様々な講演会の
企画に努めます。今年度はコ
ロナウイルス感染拡大の影響
を受け中止となった企画・講
演会もありましたが、次年度
以降、また、幅広い世代が参加
できるような内容を検討し取
り組みます。 

④-2 移動手段の確保 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
福祉バス
の運行 

総務企画
係 

館を利用する方を対象に福祉バスを運
行し利用者の利便性を図りました。 

令和元年度利用者数 8,875 名 
※館改修工事のため 6   12 月まで
バスは運休となっていました。 

今後も市と連携し、利用者の
利便性と安全運行を第一に取
り組みます。 

移動支援
事業 

福祉サー
ビス係 

屋外での移動が困難な障がい者に対し
て、生活上必要な外出などの社会参加
を目的として車両移送型支援を実施し
ました。 

令和元年度 利用者数 207 名 

今後も市と連携し、利用者の
利便性と安全運行を第一に取
り組みます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
車いす等
福祉用具
無料貸出 

総務企画
係 

一時的に車いすを必要とする方に対
し、日常生活上の負担軽減を目的に車
いすの貸し出しを実施しました。 

令和元年度 貸与台数  41 台  

今後も、車いすを必要とする
方に対し、日常生活上の負担
軽減を目的に車いすの貸し出
しを実施します。 

⑤校区まちづくり協議会への支援 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
事業ごと
に校区ま
ちづくり
協議会と
の連携 

全係 市内６校区のまちづくり協議会の協力
団体として定期的な会議への参加を行
うとともに、各校区まちづくり協議会
が主催するイベントなどへの参加・協
力に取り組んでいます。 

今後も、各校区まちづくり協
議会と連携し、市 活動の啓
発を図るとともに、イベント
や共同募金などの取組みを通
して地域のまちづくり向上に
努めます。 
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◯みんなが安心して暮らせる「なかま」 
（１）人にやさしいまちづくり 
①避難行動要支援者（災害時要支援者）支援制度の充実 
②自主防災組織の育成・支援 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
災害ボラ
ンティア
養成研修 

全係 福岡県総合防災訓練の開催にあたり、
県社協や近隣社協、NPOなどの協力・
参加を得て災害ボランティア研修に向
けた調整・会議に取り組みました。 

※令和 2年 5月に開催予定であった福
岡県総合防災訓練はコロナ感染拡大防
止のため中止となりました。 

平時から災害ボランティア活
動を促進するためには、ボラ
ンティア活動に関心はある
が、実際に行動に移せていな
い学生等の若年層、主婦層な
ど、様々な世代が気軽に災害
ボランティア活動に参加でき
るような取組や、地域におけ
る防災取組を行う人材の育成
が必要となるため、様々な関
係機関と協働し研修に取り組
みます。 

災害ボラ
ンティア
センター
設置・運営
訓練の実
施 

全係 福岡県総合防災訓練の開催にあたり、
県社協や近隣社協、NPOなどの協力・
参加を得て災害ボランティア本部設置
運営訓練実施に向けた調整・会議に取
り組みました。 

※令和 2年 5月に開催予定であった福
岡県総合防災訓練はコロナ感染拡大防
止のため中止となりました。 

大規模災害に備え、被災者支
援を目的に、被災地に集結す
るボランティアが被災者のニ
ーズに合わせた、迅速で効果
的な活動ができるよう訓練を
行います。また、様々な関係機
関と連携するとともに、市 
への周知や設置に関わる人々
の育成に取り組みます。 

近隣市町
村社協と
の連携・共
同事業の
実施 

全係 中間市、芦屋町、岡垣町、遠賀町、水
巻町の各管内で災害が発生した場合、
相互支援を円滑に行うため、中間・遠
賀地区社会福祉協議会連絡協議会災害
時相互支援協定を締結しました。また、
ひびき 年会議所や遠賀ロータリーク
ラブとの災害時相互支援協定を締結し
ました。 

多発する自然災害において、
地域間での連携強化を図り、
効果的な被災者支援を行うよ
う、定期的に災害ボランティ
ア研修を合同で開催します。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
高齢者見
守り活動
との連携 

地域支援
係 

いきいきサロン活動や配食サービス事
業、高齢者在宅支援事業、成年後見支
援センター事業などの各種事業を通し
高齢者の見守り活動に取り組んでいま
す。 

今後も各事業を通した見守り
活動を実施するとともに、高
齢者などの災害時要支援者を
対象に出前教室や講演会など
による周知啓発活動に取り組
みます。 

災害時活
動資材の
整備 

全係 中間・遠賀地区社会福祉協議会連絡協
議会とひびき 年会議所との間で災害
時相互支援協力協定を締結し災害ボラ
ンティア活動のバックアップや各種支
援活動など、連携強化のための取組み
を行いました。 

市を始めとした様々な関係機
関や市 、ボランティア、地域
の自主防災組織等の参画を得
ながら、平時より周知と訓練
に努めます。また、ひびき 年
会議所などの協力のもと、資
機材の整備等を行い、災害時
の際に即応できる体制整備を
進めます。 

災害見舞金
の実施 

総務企画
係 

住宅が災害（暴風、豪雨、洪水、地震
などの自然現象や火事などによる被
害）を受けた場合に、被災世帯に対し
見舞金支給を行っています。 

共同募金配分事業の取り組み
により、今後も継続に努めま
す。 
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（２）関係機関のネットワーク強化 
③生活困窮者に対する自立支援 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
市   活
相談セン
ターとの
連携 

全係 生活福祉資金貸付制度での生活困窮世
帯及び高齢や障がいなどの福祉課題が
複合する世帯に対し、協働・連携し支
援に取り組んでいます。また、要配慮
者居住支援協議会発足に向けた取り組
みに参加しています。 

生活困窮や何らかの障がいな
どにより権利擁護を必要とす
る世帯に対し、必要な相談支
援を行います。また、市内の
様々なフォーマル・インフォ
ーマルな機関と連携し適切な
支援に努めます。 

相談事業
の強化 

全係 相談者に対しては、貸付事業や権利擁
護、障がい者相談支援業などの相談機
能を活用し、生活上や福祉の様々な問
題を抱える方々の相談支援に取り組ん
でいます。また、個別的・包括的な支
援を必要とする課題に対しては関係機
関と連携・協働し相談者の問題解決に
努めています。 

今後各事業の相談体制の強化
を図るとともに、個々の様々
な相談から地域課題を読み取
り、解決に向けた手立てを検
討します。また、様々な地域の
関係機関や社会資源を活用し
ながら支援のすそ野を広げま
す。 

相談員研
修の開催 

全係 社協職員や関係機関含め定期的に自立
相談支援事業や生活福祉資金、共同募
金運動などについて勉強会を開催しま
した。また、困窮世帯は緊急の対応が
求められ、公的制度では援助が間に合
わない人の救済策として「ふくおかラ
イフレスキュー事業」にも加入し研修
などにも参加しました。 

市  活相談センターや  
委員など、地域の様々な関係
機関や専門職を含めた研修会
を定期的に開催し支援者間の
ネットワーク強化専門性を高
めます。 

資金貸付
相談の受
付 

全係 緊急かつ一時的な生活困窮により生計
の維持が困難な状況にある世帯への貸
付について、生活福祉資金貸付制度要
綱に基づき、貸付相談に取り組んでい
ます。 

令和元年度  貸付件数 ２５件 

今後も、緊急かつ一時的な生
活困窮な状況にある世帯に対
し、資金の貸付と必要な相談
援助を実施し生活の安定を図
ります。また、市  活相談セ
ンターなどの自立相談支援機
関との連携を強化し、生活困
窮にある世帯に対し、適切な
支援を行います。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
日常生活
自立支援
事業の活
用 

地域支援
係 

認知症、知的障がい、精神障がいなど
がある方に対し、福祉サービスの利用
相談や日常的な金銭管理を通して、地
域で安心した生活ができるよう支援し
ています。 

令和元年度  利用者  17 名 

今後も、判断能力が不十分な
方々に対して、地域で安心し
て暮らすことができるよう支
援に努めるとともに、理解者
の確保と支援者のすそ野を広
げることを目的とし、支援者
養成にも努めます。 

心配ごと
相談の活
用（法律相
談） 

地域支援
係 

弁護士による法律相談（無料）を実施
し、市 の 活上の悩みや 配ごとの
解決を図ることを目的として月 3回実
施しています。 

令和元年度  相談者  61 名 
※館改修工事のため 6   12 まで事
業は休止しました。 

多様化する地域住 の 々の
法律的な課題に対し、早期に
解決できるよう専門家との相
談支援体制の強化を図りま
す。 

心の相談
窓口の活
用（カウン
セリング） 

地域支援
係 

日常の生活の中で発生する、心の病の
早期発見・軽減を目的に、専門カウン
セラーによる無料カウンセリングを実
施していましたが、参加者減少等の理
由により休止しました。 

事業の再開に関しては、今後
の状況等を踏まえ検討いたし
ます。 

障がい者
相談支援
事業 

地域支援
係 

障がい者などからの相談に応じ必要な
情報提供や権利擁護のために必要な援
助を行い、自立した生活を営むことが
できるよう支援しています。 

令和元年度 相談件数 617 名 

今後も継続して必要な相談支
援を実施し、障がい者などが
自立した生活を営むことがで
きるよう努めるとともに、相
談員の専門性と質の向上を図
ります。 
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（３）支え合いの仕組みづくり 
④見守り活動の充実 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
見守り（見
回り）活動
との連携 

全係 ふれあい・いきいきサロン活動、配食
サービス事業、障がい者地域活動支援
センター事業、日常生活自立支援事業、
成年後見支援センター事業など、それ
ぞれの事業の中で権利擁護や見守りが
必要な方々の支援に努めています。 

今後も各事業での見守り活動
の強化に努めます。また自治
会や  委員・児童委員が 
っている見守り活動を推進す
るとともに、地域の関係機関
や行政などと連携した対応を
図ります。 

地域座談
会等での
啓発活動 

全係 市内６校区で開催されるまちづくり協
議会での定例会やイベントへの参加、
いきいきサロン活動等での地域住 と
の関係作りに努めるとともに社協の取
組みや役割を説明し、座談会開催に向
けた取り組みを行いました。 

地域における福祉課題の明確
化を図り住 同 の情報共有
や支え合う意識を育む場とし
て開催します。いきいきサロ
ン活動の参加者や  委員な
どの地域の支援者との座談会
を開催し住 主体の福祉活動
の推進に取り組みます。 

社協だよ
りなどに
よる啓発
活動 

全係 市 の福祉に対する理解を進めること
を目的に、社協の活動情報や地域の福
祉情報などを「風だより」を通して市
内全 に配布しています。また、ホー
ムページ全体を見やすくて分かりやす
いものにリニューアルし、社協の活動
や福祉の情報等をリアルタイムに発信
できるよう変更しました。 

住 の声や地域活動を幅広く
掲載し、市 の視点での福祉
テーマを取り上げるととも
に、読みやすく、親しみのある
紙面づくりに取り組ます。 
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④-１体制の整備 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
校区まち
づくり協
議会との
連携 

全係 市内６校区のまちづくり協議会の協力
団体として定期的な会議への参加を行
うとともに、各校区まちづくり協議会
が主催するイベント等への参加・協力
に取り組んでいます。 

今後も、各校区まちづくり協
議会と連携し、市 活動の啓
発を図るとともに、イベント
などを利用し地域の社会資源
や共同募金などの福祉学習の
機会の確保に努めます。 

福祉委員
の設置推
進 

全係 地域での担い手となる人材が不足して
いるなかで、講演会などで  委員・
児童委員の役割と活動を紹介するとと
もに、地域での新たな人材の必要性に
ついて住 への理解を図りました。

少子高齢化や共働き世帯の増
加などの様々な問題により地
域の担い手不足が浮き彫りと
なっています。地域の関係機
関や 援者（ 治会、  委員
など）などと協議・連携して、
新たな地域の担い手となる支
援者の確保養成に努めます。 

福祉問題
調査活動
(福祉マッ
プづくり)
の推進 

全係 まちづくり協議会での定例会やイベン
トへの参加、いきいきサロン活動など
の地域住 との関係作りに努め、福祉
マップ作りのための関係性の構築を図
りました。 

  委員・児童委員や 治会
など様々な団体と連携し、住
  らが地域課題に気付き解
決する地域力を高める手法と
して、福祉マップ作りに取り
組みます。 

福祉委員
研修の実
施 

全係 地域での担い手となる人材が不足して
いるなかで、講演会などで  委員・
児童委員の役割と活動を紹介するとと
もに、地域での新たな人材の必要性に
ついて住 への理解を図りました。

少子高齢化や共働き世帯の増
加などの様々な問題により地
域の担い手不足が浮き彫りと
なっています。地域の関係機
関や 援者（ 治会、  委員
など）などと協議・連携して、
新たな地域の担い手となる支
援者の確保養成に努めます。 

福祉会設
置推進 

全係 地域での担い手となる人材が不足して
いるなかで、講演会などを通し、地域
での新たな 材の必要性について住 
への理解を図りました。 

新たな地域の担い手となる支
援者の確保養成の後、設置を
検討します。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
福祉小座
談会の開
催 

全係 市内６校区で開催されるまちづくり協
議会での定例会やイベントへの参加、
やっちゃれ祭り等の地域行事や交流を
通して、地域住 との関係作りに努め
るとともに社協の取組みや役割を説明
し、座談会開催に向けた取り組みを行
いました。 

地域における福祉課題の明確
化を図り住 同 の情報共有
や支え合う意識を育む場とし
て開催します。いきいきサロ
ン活動の参加者や  委員な
どの地域を支援者との座談会
を開催し住 主体の福祉活動
を推進に取り組みます。 

コミュニ
ティソー
シャルワ
ーカーの
配置 

全係 専任の CSW としては配置していませ
んが、健康運動指導事業や日常生活自
立支援事業、成年後見支援センター、
障がい者地域活動支援センターなどの
個々の制度や事業の中で、相談支援を
実施し地域の福祉課題に取り組んでい
ます。 

社協職員全員が地域に関わる
という意識をもって、地域の
福祉課題の掘り起こしをはじ
め、制度の狭間や支援につな
がりにくい生活課題などの発
見に努め、課題解決に取り組
みます。 

（４）適正な福祉サービスの確保 
⑤地域包括ケアシステムの構築 
⑥各個別計画の着実な遂行 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
地域包括
支援セン
ターとの
連携 

全係 高齢者に関する介護サービスや権利擁
護など必要な相談支援に対し、連携し
取り組んでいます。 

地域課題が複雑・多様化して
いることから、地域の様々な
関係機関と協力し取り組みま
す。また、地域包括ケアシステ
ムの構築に向け連携強化を図
ります。 

市   活
相談セン
ターとの
連携 

全係 生活福祉資金貸付制度での生活困窮世
帯及び高齢や障がいなどの福祉課題が
複合する世帯に対し、協働・連携し支
援に取り組んでいます。また、要配慮
者居住支援協議会発足に向けた取り組
みに参加しています。 

生活困窮や何らかの障がい等
により権利擁護を必要とする
世帯に対し、必要な相談支援
を行います。また、市内の様々
なフォーマル・インフォーマ
ルな機関と連携し適切な支援
に努めます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
フォーマ
ル・インフ
ォーマル
各関係機
関・団体と
の連携 

全係 各種事業を通して、市や介護保険事業
者、障がい者総合支援法事業者、生活
困窮者自立支援制度関係者などと連携
し相談者の問題解決に努めています。 

地域の生活課題（困窮、ひきこ
もり、孤立、虐待、権利侵害な
ど）の課題解決に向けて従来
通り、様々な関係機関の協力
を仰ぐとともに、地域の支援
者（ 治会、  委員など）と
も連携、協働し問題解決に努
めます。 

相談事業
の強化 

全係 各種相談事業、貸付事業や権利擁護、
障がい者相談支援業などの相談機能を
活用し、生活上や福祉の様々な問題を
抱える方々の相談支援に取り組んでい
ます。また、個別的・包括的な支援を
必要とする課題に対しては関係機関と
連携・協働し相談者の問題解決に努め
ています。 

今後各事業の相談体制の強化
を図るとともに、個々の様々
な相談から地域課題を読み取
り、解決に向けた手立てを検
討します。また、様々な地域の
関係機関や社会資源を活用し
ながら支援のすそ野を広げま
す。 

日常生活
自立支援
事業 

地域支援
係 

認知症、知的障がい、精神障がいによ
り判断能力に不安を持つ方に対し、福
祉サービスの利用手続きや日常的な金
銭管理などの援助を通して、地域で安
心した生活ができるよう支援に努めて
います。 

日常生活自立支援事業につい
て、地域関係者や地域の支援
者（ 治会、  委員、まちづ
くり協議会など）への周知啓
発を図り、サービスを必要と
する方の利用促進に努めま
す。 

成年後見
支援セン
ター 

地域支援
係 

判断能力が不十分なため、成年後見制
度や権利擁護が必要な方に、制度に関
する相談や広報・啓発、制度の担い手
として市 後  の養成などに取り組
んでいます。 

成年後見制度やセンターの役
割について、地域や地域の支
援者（ 治会、  委員、まち
づくり協議会など）への周知
啓発を図り、制度を必要とす
る方の利用促進に努めます。
また、 主的で質の い市 
後見人の養成に取り組みま
す。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
法人後見
事業の推
進 

地域支援
係 

判断能力が不十分であるため、法律行
為による意思決定が困難な方について
家庭裁判所より成年後見人等の選任を
受けその方の財産・権利を擁護する取
り組みを行っています。 

関係機関や地域住 に対し
て、法人後見事業を啓発し、地
域に潜在しているケースを適
切につなげることができるよ
う取り組むとともに、受任件
数の増加を図ります。 

市  後  
人 養成と
活用 

地域支援
係 

少子高齢化や核家族化などにより、家
族や親族から適切な支援を受けること
ができない方が増加しています。成年
後見制度でも支援者不足が懸念される
中、高い倫理観や自主的で意欲のある
市 を市 後  として養成・活 し、
地域の担い手の確保に努めています。 

後見活動メンバー登録者 ２６名 

高齢や障がいにより判断能力
が不十分となった方々の権利
や生活を守るため成年後見制
度の普及・啓発を図り、制度の
担い となる市 後  の養
成に努めます。また、質の高い
支援者の確保を行うため継続
的に研修を実施するととも
に、広報などにより市 後 
人の活動や役割を広く周知
し、新たな支援者の確保に取
り組みます。 

健康運動
指導事業 

福祉サー
ビス係 

地域総合福祉会館のトレーニング室を
利用して健康運動指導を行うととも
に、市内の公 館等に出向いて健康・
体力づくり教室を実施しました。 

市が策定している公共施設等
総合管理計画の内容に合わ
せ、市 にとってよりよい公
共施設となるよう取り組みま
す。 

高齢者在
宅生活支
援事業 

地域支援
係 

在宅で介護保険の認定を受けている高
齢者を対象に、見守りを兼ねた紙おむ
つの配達を実施しました。 

今後も市と連携し、取り組み
ます。 

配食サー
ビス 

地域支援
係 

ひとり暮らしなど、食事の確保が困難
な 65 歳以上の高齢者を対象に見守り
を兼ねた週 3回（月・水・金）の配食
サービスを実施しました。 

今後も市と連携し、配食を必
要とする方の見守りと栄養の
確保に努めます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
認知症対
応型通所
介護事業
所「そよか
ぜ」 

 地域に必要とされる事業所の再開を目
指し調整をおこなってまいりました
が、利用者にとって安全・安心なサー
ビス体制を整えることができず、令和
元年１１月末日をもって事業を廃止し
ました。 

◯みんなが心豊かになれる「なかま」 
（１）地域での福祉活動への参加促進 
①市 団体との連携強化
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
校区まち
づくり協
議会との
連携 

全係 市内６校区のまちづくり協議会の協力
団体として定期的な会議への参加を行
うとともに、各校区まちづくり協議会
が主催するイベント等への参加・協力
に取り組んでいます。 

今後も、各校区まちづくり協
議会と連携し、市 活動の啓
発を図るとともに、イベント
などを通じて連携を図り、住
 が安 して暮らすことがで
きるまちづくりに協力しま
す。 

  委員・
児童委員
との連携 

全係 賛助会や共同募金、生活福祉資金など
の事業を通して連携・協力を行ってい
ます。しかし、地域活動（見守り・相
談・支援）に関しては、情報共有・連
携などの面で課題も見られるため、協
力体制を強化する取り組みが必要と考
えられます。 

  委員・児童委員による地
域活動（見守り・相談・支援）
の充実を図り、円滑な活動が
行えるよう連携を強化し取り
組みます。また、委員の高齢化
や減少など、活動の担い手不
足も課題となるため、活動内
容を広く周知し人材の確保に
も協力します。 

自治会連
合会との
連携 

全係 共同募金活動や地域イベントなどを通
して連携・協力しています。 

児童の登下校時の見守り活動
や地域における防犯抑止の活
動に対し、円滑な活動が行え
るよう連携支援に努めます。
また、活動内容を広く周知し、
自治会への加入促進にも協力
します。 



36 

項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
ボランテ
ィア団体
との連携 

地域支援
係 

中間市ボランティア連絡協議会の活動
充実を図り、ボランティアが活動しや
すい環境づくりを目指し、研修会や交
流会の調整、会議などへ参加を行って
います。また、活動財源確保のための
各種助成などの情報を随時、発信し連
携に努めています。 

ボランティア会員の高齢化に
伴い担い手不足から活動を休
止・解散する団体も増加して
います。団体を存続させボラ
ンティア活動を継続させるた
めにも、新たな担い手の確保
が喫緊の課題であるため、各
ボランティア団体と連携し、
人材の確保に向けた働きかけ
を行います。 

②団体の活動状況等の情報提供 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
地区座談
会の開催 

全係 市内６校区で開催されるまちづくり協
議会での定例会やイベントへの参加、
やっちゃれ祭り等の地域行事や交流を
通して、地域住 との関係作りに努め
るとともに社協の取組みや役割を説明
し、座談会開催に向けた取り組みを行
いました。 

少子高齢化の中にあっては、
地域活動を担う人材の確保、
養成が必要となってきます。
座談会を通し様々な地域課題
や解決に向けた手立てについ
て、住 が主体的に話し合い、
共有し合うことで、支え合い
の意義や必要性を感じとる場
として開催に向け取り組みま
す。 

声の広報
事業 

福祉サー
ビス係 

視覚障がい者に市や社協が発行する広
報などの情報を CD やテープに録音
し、生活上必要な情報を得ることがで
きるよう支援しています。 

今後も、必要な情報を提供で
きる体制作りに努めるととも
に、なかま音訳の会と協力し
支援を必要とする方々に必要
な情報をお届けします。 

広報紙等
による情
報提供 

全係 市 の福祉に対する理解を進めること
を目的に、社協の活動情報や地域の福
祉情報などを「風だより」を通して市
内全 に情報提供しています。

住 の声や地域活動を幅広く
掲載し、市 の視点での福祉
テーマを取り上げるととも
に、読みやすく、親しみのある
誌面づくりに取り組ます。 



37 

（２）こころもからだも健康増進への取り組み 
③生涯学習機会の確保 
④生きがいづくりの促進 
⑤健康教育等による健康増進 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
ふれあい・
いきいき
サロン 

地域支援
係 

市内の高齢者が気軽に楽しく参加でき
る「地域の居場所」「介護予防の場」と
して各サロン実施団体と連携協働しな
がら、２７カ所のサロンが活動してい
ます。また、地域担当職員を配置する
とともに、出前講座の充実を図り、サ
ロン関係者との顔の見える関係作りを
行っています。 

発足後、１０年近く経過する
サロンではお世話人や参加者
の高齢化率が高まり、運営面
での担い手不足などの問題に
より休止するサロンも増加し
ていることから、人材発掘・後
継者育成のための支援を実施
します。また、サロン活動の参
加者が運営面での自立性や共
生力が高まるよう支援に努め
ます。 

出前健康
教室 

全係 これまで、いきいきサロンで行ってき
た出前健康教室に留まることなく、
様々な方々に対し、生活・健康・福祉
に関心を高めることができるよう新た
なメニューを開発し実施しています。 

高齢者や障がい者への理解促
進に留まることなく、地域で
様々な課題を抱え生活してい
る方々に対しても理解が深ま
るようなメニューを開発し発
信に努めます。 
また、将来を担う若い世代に
対する福祉教育として学校な
どでの実施も検討します。 

地域福祉
セミナー 

全係 社会福祉に対する市 の理解と参加を
図るため社会福祉大会において講演会
を実施しています。そのほかにも、成
年後見制度の普及・啓発を目的に、校
区まちづくり協議会での講座を実施し
ました。 

令和元年度 社会福祉大会講演会 
       参加者 296 名 
校区まちづくり協議会 講演会 
       参加者  90 名 

今後も住 の福祉意識を 
め、地域福祉活動への理解を
促進するため様々な講演会の
企画に努めます。今年度はコ
ロナウイルス感染拡大の影響
を受け中止となった企画・講
演会もありましたが、次年度
以降、また、幅広い世代が参加
できるような内容を検討し取
り組みます。 
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項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
関係機関・
団体との
連携 

全係 各種事業を通して、様々な関係機関と
連携し相談者の問題解決に努めました
が、地域の支援者との繋がりが十分で
はありませんでした。

地域の生活課題（困窮、ひきこ
もり、孤立、虐待、権利侵害な
ど）の課題解決に向けて従来
通り、様々な関係機関の協力
を仰ぐとともに、地域の支援
者（ 治会、  委員など）と
も連携、協働し問題解決に努
めます。

健康運動
指導事業 

福祉サー
ビス係 

地域総合福祉会館のトレーニング室を
利用して健康運動指導を行うととも
に、市内の公 館等に出向いて健康・
体力づくり教室を実施しました。 

市が策定している公共施設等
総合管理計画の内容に合わ
せ、市 にとってよりよい公
共施設となるよう取り組みま
す。 

◯社会福祉協議会の基盤強化の取り組み 
（１）経営基盤を整えよう 
①役員・評議員等活動充実と法人の健全経営 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
役員活動
の充実 

総務企画
係 

関係機関が実施する様々な研修会へ参
加するとともに、地域福祉研修の一環
として中間市社会福祉大会や福岡県社
会福祉大会に参加しました。また、共
同募金運動では赤い羽根共同募金や歳
末たすけあい募金での街頭募金活動に
も参加しました。 

組織の根幹に関わる重要な審
議を必要とする機関であるた
め会議で役員が活発な意見交
換ができるよう努めます。 

評議員活
動の充実 

総務企画
係 

地域福祉研修の一環として中間市社会
福祉大会への参加を行いました。また、
共同募金運動では赤い羽根共同募金や
歳末たすけあい募金での街頭募金活動
にも参加しました。 

組織の根幹に関わる重要な決
議を判断する機関であるため
評議員が活発な意見交換がで
きるよう努めます。 



39 

項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
コンプラ
イアンス
の徹底 

総務企画
係 

機会あるごとに職員に対しコンプライ
アンスの意識醸成のための注意喚起を
行いました。 

行動規範や管理体制を整備
し、職員に対し定期的にコン
プライアンス教育を実施する
とともに、ガバナンス及び組
織基盤の強化に努めます。 

②職員育成と職員体制の充実 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
職員育成
研修の充
実 

全係 地域福祉活動の向上及び各専門性の資
質向上とスキルアップを目的として各
種研修会・視察などに参加しました。 

組織としての仕事の目的を理
解し課題を発見することがで
き、また自分自身で課題解決
に向けた目標と手立てを定め
ることができる職員の育成を
目指します。また、 計画的な
研修の実施により、業務を進
めるうえで必要となる知識・
技術等の向上と育成に努めま
す。 

職員の福
祉資格取
得促進 

全係 スキルアップの為に資格取得を目指す
職員に対して職務免除措置を実施する
など資格取得のための支援制度の取り
扱いを実施しました。 

資格を持つことで専門家とし
ての社会的な信用性や相談者
からの信頼も高くなります。
また、専門家としての自覚と
モチベーション維持にも繋が
るため、職員の資格促進のた
めの研修会への機会提供など
環境整備に努めます。 

専門職員
の配置の
充実 

全係 各事業を実施するうえで、それぞれ専
門職員の配置基準は何とか満たしてい
ますが、質・人員ともに充分とは言え
ません。 

地域福祉を推進する団体とし
て職員のスキル向上、専門職
の配置など、様々な場面で対
応できる経験豊富で質の高い
人材が求められています。人
を育てる環境作りと質の高い
人材獲得に取り組みます。 
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③財政基盤の強化 
項目 所管 現在の状況 今後の方向性 
社協会員
の拡大 

全係 地域福祉を推進・向上させていくには
会員の増加と財源の確保が必要なりま
すが、賛助会員が年々減少し続けてい
ます。 

寄付金を効果的に活用できる
よう配分方法の見直しや検討
を います。また、住 に対
し、社協の地域での役割や会
員制度の理解を広げられるよ
う、周知啓発を図り、会員の増
加に努めます。 

赤い羽根
共同募金
運動の推
進 

全係 年々減少する募金に対応するため、募
金の新規開拓を目的として、法人全職
員で市内の個人事業主及び法人事業所
に募金依頼の訪問を実施しました。街
頭募金も自治会やまちづくり協議会な
どが実施するイベント等に積極的に参
加し、共同募金運動の地道な周知啓発
活動に努めました。 

全国的に 別募 が減少して
く時代背景を踏まえ、募金方
法や配分金事業の見直しを実
施し、透明性のある事業に活
用されるよう検討します。 

補助金の
確保 

全係 市の財政状況が悪化していることから
年々補助金は減少し、運営においても
十分な人員配置ができないなどの影響
が出ています。 

自主財源の確保について模
索、検討します。また、事務事
業の効率化、経費削減を実施
するとともに、住 や企業に
対し社協の活動趣旨の理解に
努め、より多くの協賛を獲得
できるよう取り組みます。 

寄附金の
確保 

全係 賛助会費、篤志寄付、香典返しなど、
いずれの寄付においても年々減少傾向
となっています。 

寄付金を効果的に活用できる
よう配分方法の見直しや検討
を います。また、住 に対
し、社協の地域での役割や会
員制度の理解を広げられるよ
う、周知啓発を図り、寄付金の
増額に努めます。 

基金の積
立・運用 

総務企画
係 

財政状況が厳しいことから、計画的な
基金等の積み立て・運用はできていま
せん。 

コスト削減、事務事業の効率
化を目的に事業の見直しや検
討を実施し、経費削減に努め
ます。 



41 

８ 地域福祉活動計画（社会福祉協議会の施策）に関する意見・要望と質疑応答 

委員名 ご意見・ご質問 回答 
A 委員  般市 の 々は社協がどんなことをして

いるのか知らない人が多すぎるように思わ
れるので、わかりやすく啓蒙、啓発をお願
いします。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
社協は、高齢者・障がい者児・低所得者な
ど特定の福祉問題の解決のみでなく、様々
な地域課題に対し地域社会の参加や協力を
得て取り組み、福祉の谷間となっている問
題（制度の狭間）、複合的問題など、地域
に住む様々な方々の生活課題や福祉課題に
対しご支援させていただいています。今後
も、地域に向け社協の活動を発信できる機
会を数多く設け、住 から広く必要とされ
る社協を目指し日々、活動に努めて参りま
す。 

B 委員  治会連合会・  委員・児童委員・まち
づくり協議会と協力し地域活動を行って行
きたいと願っています。社会福祉協議会の
予算も大幅に減額され今後の福祉活動にも
影響が出てくるのではと思われ心配です。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
本市においてもこれまでにない厳しい財政
状況が続いていますが、限られた人員の中
で職員一人ひとりが高い倫理観と強い使命
感・責任感のもと、常にコスト意識と経営
感覚をもち、地域住 と同じ 線に ち、
中間市の福祉力向上に努めて参ります。 

C委員 市  活相談センターの職員さんは、ほん
とうに様々な相談に迅速かつ丁寧な対応を
していただいていますが、社協と類似する
業務について（例）生活困窮世帯への支援
等、もっと社協が働いていただきたい。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
自立支援法が制定されたことで、自立相談
支援事業所（市  活相談センター）をは
じめ各関係機関の役割や強みを活かし、こ
れまで以上に連携を図ることが可能となり
ました。また、昨年から猛威を振るうコロ
ナウイルスの影響により、失業や休業に陥
り生活困窮に陥る方が増加するなかで、昨
年３月より生活福祉資金貸付事業での特例
措置を設け、全国の貸付件数は１５０万件
（令和２年１２月末）、５，０００億を超え
る貸付が実施されています。ここ中間市で
も、相談件数１４２５件（令和３年２月末）、
貸付件数５５６件となり貸付金額は４億円
程度となっています。中間市でも多くの生
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活にお困りの方が存在し、その生活困窮者
支援に、社協職員一丸となって相談対応に
あたっていること、また、その相談支援の
中において相談 援事業所（市  活相談
センター）との連携も十分にとりながら、
全力で携わっていることをご理解いただけ
れば幸いです。今後も、地域に住まわれる
方々の様々な福祉課題解決のために努めて
参ります。 

D委員 北九州市は SDGsのモデル都市宣言をして
いるが、目標が明確化されている。サスティ
ナブルな未来の実現、共に生きる持続可能な
豊かな地域社会の実現、共に生きる持続可能
な豊かな地域社会の実現を目指してというフ
レーズにより指標やターゲット達成を見える
化できる。また、成年後見支援センターは市
 後  養成が 的ではなく、権利擁護のた
めであるので、申立て支援の実績、報酬助成
金制度について知りたい。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
SDGs は「だれ一人取り残さない」という
理念とともに、持続可能な社会を作り出し
ていくために、政府や企業だけでなく、一
人ひとりが他人事ではなく主体的に取り組
み、未来の為に今何をする必要があるのか
考えることができる素晴らしい取り組みで
あると思われます。 
 本会では市より市 後   援事業の委
託を受け、市 後  や権利擁護に携わる
人材の育成を実施しています。後見支援セ
ンターは法人後見受任を目的とした社協の
独自事業となり、成年後見制度等に関する
相談支援は年間 2,000 件を超えています。 

（中間市回答）判断能力が低下し申立人が
見つからない方の申立て支援や報酬助成制
度について、前年度の市 申 て実績は０
件となっております。また、報酬助成制度
は「中間市成年後見制度利用支援事業実施
要項」第 11条により「対象者の生活の場
が在宅にあっては月額 28,000 円、施設入
所中にあっては月額 18,000 円の助成を上
限とする」と定められています。 
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９ 地域（自助・互助）の状況 

【中間市自治会連合会】 
・各校区まちづくり協議会で校区に合わせた、健康づくりや行事等を行っている。 
・全６１自治会で自主防災組織を設立し、まちづくり協議会で避難訓練を実施している。 
・ふるさとみまわり隊を結成し（各自町内パトロール）活動を行っている。 
・６５歳以上高齢者一人暮らし見守りパトロールを実施している。 
・全６１自治会が各種募金活動を実施協力している。 
・中間市暴 追放市 集会・中間市防犯 会を開催し積極的に参加している。
・各種講演会等に参加している。 
・中間市三大祭り（さくら祭り・川祭り・やっちゃれ祭り）等に参加している。 
・世界アースデー市内清掃活動に参加している。 
・中間市内６１自治会のてんぷら廃油の回収をしている。 
・１２ 下旬に折尾警察署と、ふるさとみまわり隊合同で歳末  パトロールを実施している。

【中間市  委員児童委員協議会】
・高齢者の見守り、声掛けの実施。 
・子どもの見守り、声掛けの実施（登下校の見守り、学校訪問の実施）。 
・幼児の 守り、声掛けの実施（ 親や妊婦）。
・障がい者の見守り、声掛けの実施。 
・高齢者・児童虐待防止、ＤＶ等の見守り、早期発見の地域づくり 
・ふるさとみまわり隊の一員として地域を見守る。 
・校区まちづくり協議会、防犯協会、社会福祉協議会、自主防災組織の一員として参加協力してい
る。 
・各種募金、災害時の募金等に協力している。 
・世界アースデー市内清掃活動に参加している。 

【中間市老人クラブ連合会】 
・老人の日に合わせ各クラブで社会奉仕清掃活動を行っている。 
・市老連独自の見守りネットワークを構築し、心配な会員への見守り活動を行っている。 
・各種募金に協力している。 
・暴 追放市 集会・防犯 会等へ積極的に参加している。
・各種講演会等に参加している。 
・市内で開催される祭りにおいて「見回り」を実施する等の協力を行っている。 
・独居高齢者や高齢者のみの世帯の集いの場として「おひとりさまのつどい」を南校区まちづくり
協議会と共催し、介護予防や地域からの孤立防止を行っている。（南校区） 
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・買い物に不便を感じている住 を対象に移動販売を いた買い物 援を っている。（ 校区）
【中間市婦人会】 
・社会福祉協議会からの依頼で、在宅の介護保険該当者に月一回おむつの配達や電話等で安否確認
をしている。 
・日本赤十字奉仕団の活動として年一回アースデーとしてごみ拾い、中間ライオンズクラブと若松
法人会が開催する献血に協力している。 
・婦人防火クラブの活動として年一回行事を開催しており、救護や AEDの研修を受講している。ま
た、災害などが起きた場合被災地へ救援物資や募金の寄付を行っている。 
・結核予防婦人団体の活動として「結核をなくそう」運動として啓発グッズを作成し販売して募金
をしている。 
・市内の老人養護施設が行う行事に参加、協力している。 
・子孫に残すふるさと運動として、毎年「こいのぼり」あげに参加協力をしている。 
・がん征圧の講習会を毎年一回開催している。 
・環境問題活動として、廃傘を利用しマイバックを作成している。 
・市の行事には全て参加しているがコロナ禍の為、現在は休止している。 
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１０ 地域に関する意見・要望と質疑応答 

委員名 ご意見・ご質問 回答 
B 委員 一日も早くコロナ感染の収束を願いつつ、

 治会連合会・  委員・児童委員・市 
連・婦人会・まちづくり協議会共々厳しい
中間市ですが協働の心で頑張っていきたい
と思っています。 

貴重なご意見ありがとうございます。 

C委員 新年度に向けて自治会の運営委員でありま
す、組 の後任の 選を う時期でありま
すが、組 になることも、拒否をし、 治
会を辞める人達が今回大きく増えました。
コロナ禍で地域の行事も減っていく中で、
自治会に入っている意義を見出せず、年
8000 円程度の会費も大きな負担となって
いる。災害時、緊急時の対応に支障が出て
くることを懸念しています。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
新型コロナウイルスの感染拡大で自治会活
動の自粛や縮小を余儀なくされており、役
員の会合といった日常的な行動についても
回数を減らしたり、取りやめたりする動き
が出ています。住 同 をつなぐ 治会活
動の停滞は、 援を必要とする住 の孤 
や、地域の防災力低下につながりかねない
ことが懸念されます。 

D委員 住 が地域福祉の課題を学び、考える機会
(福祉教育)により担い手となる。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
地域の担い手を確保するために行政と社協
が連携して、地域福祉の推進に努めます。 

E 委員 いきいきサロン活動が見守り活動の位置づ
けになれば、地域のつながりができると思
います。 

貴重なご意見ありがとうございます。 
いきいきサロン活動は、地域の住 が気軽
に集える場所をつくることを通じて、地域
の「仲間づくり」「生きがいづくり」「出会
いの場づくり」「健康づくり」を目的とし
た活動です。近隣住 同 のコミュニケー
ションの機会が減り、高齢者や子育て中の
親同士が交流する場が少なくなっていま
す。 
サロンはそのような地域の様々な方たちが
参加し、定期的に集まることで顔なじみの
輪を広げ、いきいきとした楽しい生活を送
ることができるよう「見守り活動」も目的
としています。今後も、地域住 の「仲間
づくり」「居場所づくり」を目的とし市内
のサロン活動の増進に努めて参ります。 
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【参考資料】 

中間市年齢別人口統計表（令和２年１０月末現在）          単位：人 

自治会加入率 

年度 
加入 
世帯 
数(a) 

総世 
帯数 
(b) 

加入率 
(a)/(b) 

R2（2.3 末） 11,511 20,560 56% 

H31（31.3 末） 11,946 20,538 58% 

H30（30.3 末） 12,366 20,494 60% 
(注)総世帯数(b)は、同一建物内での二世帯住居（仕事の都合や生計が別などの理由により、住
 登録で世帯分離している場合）などを含むため、各 治会で把握されている世帯数よりも多く
なっていることがあります。 
 そのため、加入率も実感されている率よりも低めに出る可能性があります。 


